
平成１４年(ワ)第２０８１２号  損害賠償請求事件
口頭弁論終結日　平成１５年１２月３日
　　　　　　　　　　　　　　判　　　　決
          原　　　告      　　　　株式会社水環境研究所
          訴訟代理人弁護士　　　　安　原　正　之
          同　　　　　　　　　　　佐　藤　治　隆
          同　　　　　　　　　　　小　林　郁　夫
          同　　　　　　　　　　　鷹　見　雅　和
          補佐人弁理士　　　　　　安　原　正　義
          被　　　告　　　　　　　青木電器工業株式会社
          訴訟代理人弁護士　　　　椎　名　啓　一
          同　　　　　　　　　　　門　西　栄　一　
　  　　　　　　　　　　　　主    　　文
    １　被告は，原告に対し，金５９２０万５０００円及びこれに対する平成１５
年１月２８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
    ２　被告は，第三者に対し，原告が製造販売する別紙目録１記載の汚泥改質機
（商品名「さわやかさん」）が被告の有する特許第１８６２３７７号特許権を侵害
するとの事実を告知し，又はこれを記載した文書を配布してはならない。
    ３　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
    ４　訴訟費用は，これを３分し，その２を被告の，その余を原告の負担とす
る。
    ５　この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。
　　　　　　                事実及び理由
第１　請求
　１　被告は，原告に対し，３億１８８８万１８００円及びこれに対する平成１５
年１月２８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　２　被告は，原告が製造販売する別紙目録１記載の汚泥改質機「さわやかさん」
が被告の有する特許権第１８６２３７７号を侵害するとの虚偽の事実を告知し，又
はこれを記載した文書を配布してはならない。
　３　被告は，別紙目録２記載のあて先に各１回ずつ別紙目録３記載の文案により
表題及び当事者双方の社名と被告代表者の名は１５ポイント，その他の部分は１２
ポイントを使用した文書を郵送せよ。
第２　事案の概要
　　　本件は，原告が被告に対し，被告は，原告の取引先に対して虚偽の記載内容
を含む文書を送付し，不正競争防止法２条１項１４号所定の不正競争行為，又は不
法行為を行った，また，将来も同行為を実施するおそれがある旨主張して，同法４
条又は民法７０９条に基づく損害金の支払，前記行為の差止め及び前記文書の送付
先に対する謝罪文の送付を求める事案である。
  １　争いのない事実等（認定の根拠を掲げない事実は当事者間に争いがない。）
　  (1)　当事者
　　　ア　原告は，河川，上下水道施設の研究開発，設計，施工，管理，職員研修
等を主たる業務とする株式会社である。
　　　イ　被告は，各種電気器具部品及び製品類の製造販売を主たる業務とする株
式会社である。
　　(2)　被告の有する特許権
　　　　被告は，以下のとおりの特許権（以下「本件特許権」といい，その請求項
１ないし８記載の発明を順に「本件発明１」，「本件発明２」などといい，これら
を併せて「本件発明」という。）を有している。
　　　　　特許番号　　　　　第１８６２３７７号
　　　　　発明の名称　　　　有機性物質を含む排水の処理方法
　　　　　出願日            昭和６０年５月１６日
　　　　　登録日            平成６年８月８日
　　　　　特許請求の範囲　　別紙特許公報写しの該当欄記載のとおり
　　(3)　原告による汚泥改質機の製造販売
　　　　原告は，平成９年６月ころから現在まで，別紙目録１記載の汚泥改質機
（商品名「さわやかさん」。以下「本件装置」という。）を製造，販売している。
　　(4)　被告による文書の送付
　　　　被告は，平成１１年３月１９日ころ，原告代表者が会長を務め，原告内



に，事務局を置く水環境次世代技術調査会（以下「本件調査会」という。）の会員
である日本鋼管株式会社（当時。以下「日本鋼管」という。），株式会社九電工
（以下「九電工」という。），大成建設株式会社（以下「大成建設」という。）及
び水道機工株式会社（以下「水道機工」という。）等を含め合計３０社にあてて，
内容証明により通知書（以下「本件通知書」という。）を送付し（以下「本件通知
行為」という。），これらは同月２１ないし２３日の間に上記各会社に到達した
（甲１１，乙１３）。
　　　　本件通知書には，時候の挨拶に続き，「今般，東京都中央区八重洲２丁目
５番１２号　株式会社水環境研究所（代表取締役社長　Ｎ氏　以下本研究所といい
ます。）が作成し，所轄機関に提出説明した文書によりますと，当社が現在保有す
る下記内水護博士発明による特許権（以下本件特許権といいます。）につき，水環
境次世代技術調査会会員会社である貴社等があたかも実施権を有する旨表現された
文書が存在することを当社は，知見いたしました。
　　　　当社といたしましては，本研究所に対し，本件特許権（例：本研究所の商
標名“さわやかさん”の腐植土を用いた水運用システム基本特許技術は，本特許権
に包含されるものです）の再実施権は，許諾しておりませんので，万一，貴社にお
いて本研究所から再実施権の許諾があったものと認識されておるようであれば，そ
れは，不存在につき無効であることをご確認頂きたく念の為，通告に及ぶ次第で
す。従いまして，貴社におかれましても甚だご面倒と存じますが，本特許権に関す
る上記の内容を貴社内関係部門に周知徹底して頂きます様よろしくお願い申し上げ
ます。」と記載されていた（甲１の１ないし７，弁論の全趣旨。なお，本件通知書
中の「本件特許権」は，上記(2)記載の特許権を指す。）。
　　(5)　原告の被告に対する差止請求権不存在確認訴訟
      　原告は，平成１３年８月３日，被告を相手として，東京地方裁判所に対し
て，本件特許権に基づく差止請求権不存在確認請求訴訟（当庁平成１３年(ワ)第１
６３８８号差止請求権不存在確認等請求事件，以下「別件訴訟」という場合があ
る。）を提起した。東京地方裁判所は，平成１４年４月２４日，原告の請求を認容
する旨の判決を言い渡し，被告は控訴しなかったので，同判決は確定した。
　２　争点
　　(1)　被告による本件通知行為が，不正競争防止法２条１項１４号に該当する
か。又は不法行為を構成するか。
　　(2)　原告は，被告に対して，差止めを求めることができるか。
　　(3)　被告による本件通知行為と原告の損害と間に因果関係があるか。また，原
告の損害額は幾らか。
　　(4)　原告は，被告に対して，謝罪文の送付を求めることができるか。
　３　争点に関する当事者の主張
　　(1)　争点(1)（被告の本件通知行為が，不正競争防止法２条１項１４号に該当
するか。又は不法行為を構成するか。）について
　　（原告の主張）
　　　ア　本件通知書の記載の理解
　　　　　本件通知書には，本件装置の使用が被告の有する本件特許権を侵害する
ことが記載されていると，一般に理解される。
　　　イ　本件通知書の記載内容の虚偽
　　　　　本件装置を使用することが本件発明の技術的範囲に属さないことは，東
京地方裁判所平成１３年(ワ)第１６３８８号差止請求権不存在確認等請求事件にお
ける判決（以下「別件訴訟判決」という。）で確認されている。したがって，本件
通知書の内容は虚偽であり，これにより，原告の営業上の信用が害された。
　　　ウ　よって，被告の本件通知行為は，不正競争防止法２条１項１４号に該当
し，また，不法行為を構成する。
　　（被告の反論）
　　　　本件通知行為は，以下のとおり，不正競争防止法２条１項１４号に該当す
ることはなく，また，不法行為にも該当しない。
　　　ア　本件通知書の記載内容は，以下のとおり，虚偽とはいえない。
　　　　　本件通知書には，本件特許権の再実施権を原告に許諾したことはない旨
が記載されているにすぎず，本件装置を使用することが本件特許権を侵害する旨は
記載されていない。また，本件通知書を読んだ者は，本件通知書の記載から，本件
装置を使用することが本件特許権を侵害する旨が書かれた書面であると解すること
はない。



        　そして，被告が，原告に対し，本件特許権の再実施権を許諾していない
ことは真実であるから，本件通知著の記載内容が虚偽であるとはいえない。
　　　　　仮に，本件通知書中の「例：本研究所の商標名“さわやかさん”の腐植
土を用いた水運用システム基本特許技術は，本特許権に包含されるものです」との
記載部分につき，これを読んだ者が，本件装置を使用することが本件特許権を侵害
することを述べた趣旨と理解するとしても，以下の理由から，上記記載は虚偽とは
いえない。
        　すなわち，原，被告間で覚書を取り交わして本件特許権の実施権を取得
していることに照らすならば，原告は，自ら腐植土を用いた水運用システムが本件
特許権の技術的範囲に属することを自認しているということになる（乙１０の
２）。また，本件通知書を送付した後，被告は，本件特許権に侵害するとして，原
告に対して，本件装置の製造，販売の差止訴訟を提起する意図を有していなかった
にもかかわらず，原告において，差止請求権不存在確認訴訟を提起していることに
照らすならば，原告は，自ら腐植土を用いた水運用システムが本件特許権の技術的
範囲に属することを自認しているといえる。したがって，本件通知書の前記記載は
虚偽とはいえない。
　　　イ　原告と被告とは，以下のとおり，競争関係にない。
　　　    原告と被告とは，平成１０年１０月１２日，国の公共下水道処理施設の
建設事業に関し，被告が，原告に対し，本件特許権の実施を許諾すること，原告以
外の第三者に対し，本件特許権の使用実施を許諾しないこと，被告が原告に許諾す
る本件特許権は譲渡不能かつ再実施権不許諾とすることを合意した。したがって，
原告と被告は，本件特許権の実施に関して契約当事者の関係に立ち，競争関係に立
つとはいえない。
　　(2)　争点(2)（差止請求の可否）について
　　（原告の主張）
　　　　被告は，別件訴訟判決後も判決の結果を受け入れることを拒否し，本件装
置が，現実の使用態様により本件特許権を侵害する旨流布している。
　　　　したがって，将来も原告の営業上の利益が侵害されるおそれがあるから，
本件装置を使用することが本件特許権を侵害する旨の事実の告知又はこれを記載し
た文書の配布を差し止める必要性がある。
　　（被告の反論）
　　　　争う。
　　(3)　争点(3)（被告の本件通知行為と原告の損害との間の因果関係の有無，及
び原告の損害額）について
　　（原告の主張）
　　　　本件通知行為により，多くの会員が本件調査会から退会し，又は，原告と
の取引を中止するなどし，その結果，原告は，以下の損害を被った。
　　　ア　原告が既に受注を予定していた本件装置につき，その販売が不可能にな
ったことによる損害（以下「損害Ａ」という。）　　　　　５３２０万円
　　　　　原告の販売先に対する営業活動の結果，本件装置の採用がほぼ予定され
ていたにもかかわらず，本件通知行為により，採用がされなかった。
　　　　　その内訳は，別紙目録４のとおりであり，その販売価格の合計は１億５
２００万円である。
　　　　　本件装置の販売により得られる利益率は，販売価格の３５パーセントで
あるから，原告は利益と同額の損害を被った。その額は，合計５３２０万円（１億
５２００万円×３５パーセント＝５３２０万円）である。
　　　イ　本件装置について，従前どおり営業活動が行われた場合に得られた利益
相当額の損害（以下「損害Ｂ」という。）　　　　　　１億６２７５万円
　　　　　本件通知行為後，九電工及び日本鋼管は，それぞれ別紙目録５及び６記
載のとおり，排水処理施設建設工事を受注した。
　　　　　両社は，本件通知行為以前には，積極的に本件装置を取り扱い，また本
件装置の存在により役所から排水処理施設建設工事の受注を得てきたが，本件通知
行為以後は本件装置の取扱いを中止した。しかし，両社が本件通知行為前と同様に
本件装置を取り扱っていれば，別紙目録５及び６記載の排水処理施設につき，当然
本件装置が採用されたはずである。したがって，原告は，本件装置の販売時に得ら
れたはずの利益相当額の損害を被った。
          九電工の受注した施設に納入できたはずの本件装置については，別紙目
録５のとおり，販売価格合計が２億５０００万円であり，利益率が３５パーセント



であるから，原告の被った損害は，合計８７５０万円（２億５０００万円×３５パ
ーセント＝８７５０万円）となる。
          また，日本鋼管の受注した施設に納入できたはずの本件装置について
は，別紙目録６のとおり，販売価格合計が２億１５００万円であり，利益率が３５
パーセントであるから，原告の被った損害額は，７５２５万円（２億１５００万円
×３５パーセント＝７５２５万円）となる。
          したがって，原告の損害は，合計１億６２７５万円（８７５０万円＋７
５２５万円＝１億６２７５万円）である。
　　　ウ　コンサルタント料相当額の損害（以下「損害Ｃ」という。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３９２万３８００円
　　　　(ア)　原告は，コンサルタント業務を行ってコンサルタント料収入を得て
いた。原告の平成１１年度（同年７月から翌年６月まで，以下同様である。）から
１３年度までの実績は，以下のとおりである。
　　　　　ａ　平成１１年度
　　　　　　　　　注文主２，受注件数２，受注金額６６１万円
　　　　　ｂ　平成１２年度
　　　　　　　　　注文主５，受注件数５，受注金額４１６５万２０００円
　　　　　ｃ　平成１３年度
　　　　　　　　　注文主２，受注件数２，受注金額１０５０万円
　　　　　ｄ　受注金額の合計　　　　　　　　　　　　５８７６万２０００円
　　　　(イ)　しかし，本件通知行為がなければ，平成１１年度から１３年度ま
で，以下の実績を上げられたはずであった。
　　　　　ａ　平成１１年度
　　　　　　　　　受注件数２，大型受注件数２，受注金額９９５０万円
　　　　　ｂ　平成１２年度
　　　　　　　　　受注件数４，大型受注件数６，受注金額２億６６００万円
　　　　　ｃ　平成１３年度
　　　　　　　　　受注件数５，大型受注件数１０，受注金額４億３２５０万円
　　　　　ｄ　受注できたはずの受注金額の合計　　　　　　７億９８００万円
　　　　(ウ)　したがって，原告は，本件通知行為により，(ア)と(イ)との差額で
ある，受注額７億３９２３万８０００円に対応するコンサルタント料収入を得るこ
とができなかった。
　　　　　　原告のコンサルタント料は，受注金額の１０パーセントであるから，
原告は，７３９２万３８００円のコンサルタント料収入を得られず，同額の損害を
被った。
　　　エ　無形損害（以下「損害Ｄ」という。）　　　　　２９００万８０００円
　　　　(ア)　本件通知行為後の，九電工及び日本鋼管を除いた本件調査会会員に
よる本件装置の販売実績は，以下のとおり合計６台である。
          ａ　東レエンジニアリング株式会社（以下「東レエンジニアリング」と
いう。）　５台
              平成１１年度　２台
              平成１２年度　１台
              平成１３年度　２台
          ｂ　その他の会員　１台
              平成１１年度　１台
              平成１２年度及び１３年度　各０台　
            また，非会員による本件装置の販売実績は，平成１１年度４台，平成
１２年度４台，平成１３年度０台である。
        (イ)　原告は，昭和６０年の創業以来，腐植活性汚泥技術等の水処理技術
の建設に関するコンサルタントとして高く評価されてきたほか，本件調査会を設立
し，その会員は，平成１０年には３２社に増加し，営業活動は全国に及んでいた。
            しかし，本件通知行為により，会員が本件調査会から退会したり，又
は本件装置の販売の取りやめたりし，その結果，本件装置の販売機会が減少した。
また，原告は，会員からの情報が得られなくなったほか，非会員に対する営業的信
用も失った。
            これらの本件通知行為による影響がなければ，以下のとおり，本件装
置を合計４３台販売できたはずである。
          ａ　東レエンジニアリング　１１台（実績に基づく数値）



          　　平成１１年度　３台
          　　平成１２年度　４台
          　　平成１３年度　４台
          ｂ　プラントメーカー　１８台（各社年１台の予測）
          　　平成１１年度　４台
          　　平成１２年度　７台
          　　平成１３年度　７台
          ｃ　ゼネコン　１４台（各社年１台の予測）
          　　平成１１年度　３台
          　　平成１２年度　５台
          　　平成１３年度　６台　
        (ウ)　上記のとおり，本件通知行為がなかった場合に本件装置の販売増加
が見込まれた台数は３７台となり，その販売価格合計は，４億１４４０万円（１１
２０万円×３７台＝４億１４４０万円）である。
            前記のとおり，原告の得られる利益は，販売価格の３５パーセントで
あるから，原告の被った損害は，１億４５０４万円（４億１４４０万円×３５パー
セント＝１億４５０４万円）である。
            原告は，無形の損害として，この２０パーセントに相当する２９００
万８０００円（１億４５０４万円×２０パーセント＝２９００万８０００円）を請
求する。
      オ　損害額のまとめ　
          よって，原告の被った損害の額は，合計３億１８８８万１８００円（５
３２０万円（損害Ａ）＋１億６２７５万円（損害Ｂ）＋７３９２万３８００円（損
害Ｃ）＋２９００万８０００円（損害Ｄ）＝３億１８８８万１８００円）となる。
    （被告の反論）
        以下のとおり，本件通知行為と原告の損害との間には因果関係がない。
      ア　損害Ａについて
　　　　(ア)　原告が損害Ａに関して主張する排水処理施設について，本件調査会
員は，本件通知行為以前に，本件装置の採用を「ほぼ予定」していたにとどまり，
その採用を決定していたわけではなかった。したがって，本件装置が販売されなか
ったとしても，本件通知行為と因果関係がある損害はない。
　　　　(イ)　本件装置を組み込んだ地方公共団体が運営する小規模下水処理施設
における排水浄化システムは，本件発明の技術的範囲に属するものである。したが
って，被告が本件調査会会員に再実施権を許諾していない以上，前記システムおい
て，本件調査会会員が本件特許権を実施することはできない。しかし，本件装置そ
のものは，前記の排水浄化システムに組み込まれる排水脱臭処理装置ないし汚泥改
質処理装置にすぎず，本件特許権を侵害しないから，本件装置を販売することに何
の問題もない。したがって，本件通知行為と本件装置の販売の減少とは何の因果関
係もない。
　　　　(ウ)　九電工は，本件通知書の記載内容について原告からの説明を受け，
被告とも接触して，本件通知書の趣旨についての説明を受けているのであるから，
本件通知書の趣旨を十分に理解していたことは明らかである。九電工は，本件特許
権の再実施権を有しないため，本件装置を購入しなかったにすぎない。ユニチカ株
式会社（以下「ユニチカ」という。）は，本件通知書を受け取っておらず，本件装
置の購入を当初から予定していなかった。また，大成建設は，被告から廃水浄化装
置を購入しており，水道機工は，原告から本件装置の購入についての営業活動を受
けた形跡がない。さらに，清本鉄工株式会社（以下「清本鉄工」という。）につい
ては原告自ら本件通知行為と因果関係がないことを認めている。
　　　イ　損害Ｂについて
        　九電工と日本鋼管の受注した排水処理施設建設工事において，当然に本
件装置が採用されたはずであるとはいえない。したがって，本件通知行為と損害と
の因果関係はない。
　　　ウ　損害Ｃについて
　　　　　原告主張に係るコンサルタント業務の内容は不明である。本件通知行為
と損害との因果関係はない。
　　　エ　損害Ｄについて
　　　　　原告は，将来の販売見込みを損害として主張しているのであって，本件
通知行為と本件調査会会員の退会との間には因果関係はない。



　(4)　争点(4)（謝罪文書送付の要否）について
　（原告の主張）
　　　本件通知行為の結果本件調査会を退会した会員は，いまだ本件調査会に復帰
していない上，原告も会員からの信用回復を得ていない。原告の技術的，営業的信
用の回復を図るには，被告が，本件通知書のあて先に対し，別紙目録３記載の謝罪
文を送付することが必要である。
　（被告の反論）
　　　争う。
第３　争点に対する判断
　１　争点(1)（被告の本件通知行為が，不正競争防止法２条１項１４号に該当する
か。又は，不法行為を構成するか。故意，過失の有無）について
　　(1)　事実認定
　　　　証拠（甲２ないし８，１０，２１，３５），当裁判所に顕著な事実及び弁
論の全趣旨によれば，以下の事実を認めることができる。
　　　ア　本件調査会の概要
　　　　　原告代表者は，平成５年，次世代の水環境に関する研究，開発の実用化
等の啓蒙普及を目的に掲げて，本件調査会を結成した。本件調査会は，本件通知行
為当時，日本鋼管，九電工，大成建設等の約３０社の会員から構成されていた。
      イ　本件装置の納入に至るまでの流れ
　　　　　本件装置は，農業集落排水処理施設又は漁業集落排水処理施設など，主
として，市町村が運営する小規模下水処理施設に設置される。本件装置は，腐植土
をペレット化したものを内蔵している培養機であり，活性汚泥をより活性化させ，
有用な微生物の繁殖を促して悪臭物質の分解をするという効用を持つとされる。
          下水処理施設の建設に当たっては，まず一般指名競争入札により設計会
社を決定し，設計会社が詳細設計図面の作成，機器類の性能，寸法などが明記され
た仕様書を作成し，数量計算と概算工事費を算出する。そして，地方公共団体がこ
れらに基づき工事金額を算出し，一般指名競争入札により施工業者を決定する。施
工業者は，発注者である地方公共団体により公開された設計内容に合致した建造
物，機器類を納入する義務を負う。仮に，工事の発注後に機器類等を変更する場合
には，これによって生ずる改造工事の費用を施工業者において負担する必要があ
る。
          したがって，下水処理施設に，その一部として本件装置を納入するため
には，設計段階で採用される必要がある。そのため，本件調査会の会員たる設計会
社ないし施工業者は，地方公共団体に対して，本件装置を採用するよう営業活動を
行うことになる。原告は，本件調査会会員を通じて，本件装置を販売することが可
能となる。
      ウ　被告による本件通知書の送付
        　被告は，平成１１年３月１９日ころ，本件調査会の会員合計３０社にあ
てて，内容証明郵便により本件通知書を送付した。本件通知書には，「　当社とい
たしましては，本研究所に対し，本件特許権（例：本研究所の商標名“さわやかさ
ん”の腐植土を用いた水運用システム基本特許技術は，本特許権に包含されるもの
です）の再実施権は，許諾しておりませんので，万一，貴社において本研究所から
再実施権の許諾があったものと認識されておるようであれば，それは，不存在につ
き無効であることをご確認頂きたく念の為，通告に及ぶ次第です。従いまして，貴
社におかれましても甚だご面倒と存じますが，本特許権に関する上記の内容を貴社
内関係部門に周知徹底して頂きます様よろしくお願い申し上げます。」と記載され
ていた。
　　　エ　本件通知書についての本件調査会の会員の理解について
　　　　　本件通知書について，会員企業がどのように理解したかについて，原告
が聴取した結果は，以下のとおりである。
　　　　(ア)　九電工
　　　　　　原告の技術部課長であるＴは，平成１４年１２月２０日，九電工を訪
問し，同社の福岡支店営業部課長であるＭ及び営業本部営業一部課長であるＯと面
談した。その際，Ｍは，Ｔに対し，本件通知書について，内容の細かい点について
は理解できなかったが，特許権侵害に対する警告文書であると判断した旨述べた。
　　　　(イ)　水道機工
　　　　　　原告代表者は，平成１４年５月１４日，水道機工営業本部課長のＨか
ら，以下のとおりの回答を得た。すなわち，水道機工は，佐賀県伊万里市井手野地



区農業集落排水処理施設に本件装置を納入することになっていたが，本件通知書を
受領したため，同地区に本件装置を納入するのは危険であると判断し，伊万里市の
担当者を訪問し，本件通知書を見せ，本件通知書によれば本件装置には特許権侵害
の問題が生じる可能性がある旨説明したところ，担当者から，本件装置から他の装
置へ機種を変更するよう指示された，との回答を得た。
      オ　被告が前提としている見解について
        (ア)　原告は，平成１１年５月１０日，被告に対し，本件装置を使用する
ことが本件発明の技術的範囲に属すると解する根拠について，説明を求める書面を
送付した。
        (イ)　これに対し，被告は，同月１３日，原告に対し，被告は，水処理系
内に置かれた本件装置の運用方法が，腐植土を用いた水運用システムの基本特許技
術に包含されていると考えている旨を回答した。
        (ウ)　原告は，被告に対し，同年６月１１日到達の内容証明郵便により，
本件装置を使用することが本件発明の技術的範囲に属するのか不明であり，その点
を明らかにされたいとの内容の書面を送付した。
        (エ)　これに対し，被告は，同月２４日，原告に対し，被告は，特定の商
品である本件装置自体を問題としているのではなく，本件装置を組み込んだ排水処
理体系の運用方法が本件特許の技術的範囲に含まれることを問題としていること，
原告が発行している「第三の処理法」と題する冊子及び「液体解臭機における排水
処理設備の臭気除去について」と題する技術説明書などによっても，本件装置が組
み込まれた排水処理体系が，本件特許に基づく既存施設の体系と同一のものとして
扱われていることが明らかである，などとの回答をした。
      カ　本件通知行為に対する原告の措置
      (ア)　刑事告訴
          　原告は，平成１１年１０月５日，本件通知行為が偽計業務妨害に該当
するとして，被告を刑事告訴した。この刑事告訴については，平成１３年６月２９
日，不起訴処分となった。
      (イ)　別件訴訟の提起
    　　　　原告は，平成１３年８月３日，当庁に対し，原告による本件装置の製
造販売行為につき，被告が本件特許権に基づく差止請求権を有しないことの確認を
求める訴えを提起した。この訴訟において，被告は，原告の主張について，全く争
わなかった。そして，平成１４年４月２４日，別件訴訟判決が言い渡され，被告が
控訴しなかったので，同判決は確定した。
  　　　　　別件訴訟判決においては，本件装置をその取扱説明書の記載に従って
使用する限り，本件発明１の「前記培養システムが，調整工程並びに培養工程とか
らなり」との構成要件，及び「かつ該培養システムを含む廃水循環系に含まれる細
菌群が，土壌性偏性嫌気性細菌群と，フェノール又は／及びフェノール露出基のあ
る化合物を含む代謝産物を産出するように順馴された土壌性通性嫌気性細菌群又は
該順馴された土壌性通性嫌気性細菌と土壌性好気性細菌とよりなる細菌群とが共存
する細菌群であり」との構成要件をそれぞれ充足せず，本件装置を実行する方法
が，本件発明１の技術的範囲に属さないこと，したがって，本件装置を製造販売す
る原告の行為が，本件特許権の間接侵害にも当たらない旨認定されている。
  　　　　　そして，本件発明２ないし８は，いずれも本件発明１を前提とするも
のであるから，同様に解することができる。
　　　キ　別件訴訟判決後の被告の態度
　　　　　被告は，平成１４年５月２１日，原告に対し，原告が別件訴訟判決で主
張したとおりに，本件装置の有底ケースの内部が好気状態に保たれるもので，偏性
嫌気性細菌が顕在することがなければ，本件装置を使用することは本件特許権を侵
害しないが，別件訴訟判決は，本件装置の現実の使用方法についてまで判断をして
おらず，実際の本件装置の使用状況が本件特許権を侵害する可能性があると表明し
ている。
　　(2)　判断
        前記争いのない事実等及び上記認定を基礎として判断する。
      ア　本件通知書の記載についての会員一般の通常の理解について
　　　　(ア)　当裁判所は，以下のとおり，本件通知書の記載内容，形式，その前
後の経緯，送付先の状況等に照らして，本件通知書を受け取った会員は，本件通知
書は，本件装置を使用することが本件特許権を侵害するとして，警告するための書
面であると理解するものと判断する。



　　　　　　すなわち，①本件通知書は，その冒頭で，原告が本件特許権を有して
いることが記載され，文中で，原告の商標名である「さわやかさん」を挙げて，そ
の腐植土を用いた水運用システム基本特許技術は，被告が有する本特許権に包含さ
れるものですと記載され，さらに，結語として，「従いまして，貴社におかれまし
ても甚だご面倒と存じますが，本特許権に関する上記の内容を貴社内関係部門に周
知徹底して頂きます様よろしくお願い申し上げます。」と記載されていること，②
本件通知書が内容証明郵便によって送付されていること，③本件通知書の名あて人
は，いずれも地方公共団体の下水処理施設等に本件装置を納入する本件調査会会員
であること等の経緯を総合すると，本件通知書を読んだ本件調査会会員は，本件通
知書は，同会員が本件装置を使用した場合には本件特許権の侵害行為となるので，
特許権を侵害しないよう警告する趣旨が記載された書面であると理解するのが通常
であると解される。
        (イ)　この点について，被告は，①本件通知書は，本件特許権の再実施権
を原告に許諾していないという事実のみが記載され，「例：本研究所の商標名“さ
わやかさん”の腐植土を用いた水運用システム基本特許技術は，本特許権に包含さ
れるものです」との記載部分は単なる例示にすぎない旨，②本件装置を組み込んだ
廃水処理の運用方法が本件特許権の技術的範囲に含まれることを指摘している旨主
張し，それに沿う証拠として乙７及び１５を提出する。しかし，前記のとおり，本
件通知書の記載内容，文章の構成等からして，本件通知書には，本件装置を使用す
る場合，本件特許権を侵害することになる趣旨が記載されていると理解すべきこと
は明らかであり，この点の被告の主張は採用の限りでない。          
      イ　本件通知書の記載内容が虚偽か否かについて
        (ア)　別件訴訟判決において，本件装置の取扱説明書の記載に従い本件装
置が使用される場合には，本件装置を実行する方法が，本件発明の技術的範囲に属
さないこと，及び，本件装置を製造，販売する行為が，本件特許権の間接侵害に当
たらないことが判断されている。したがって，本件装置の使用が本件特許権を侵害
するものということはできず，本件通知書の記載は虚偽であるといえる。
        (イ)　この点について，被告は，原，被告間で覚書を取り交わして本件特
許権の実施権を取得していることからすると，原告代表者自らが，原告の腐植土を
用いた水運用システムが本件特許権に包含されることを自認していると理解できる
から（乙１０の２），本件通知書の記載は虚偽でない旨主張する。
            しかし，乙１０の２（協議事項議事録）には，原告代表者の発言とし
て，原告のシステムが被告のソフトに抵触するかもしれないから，特許になってか
ら売買しようと発言した旨が記載されているにすぎず，この記載から，原告代表者
が，原告の開発，採用したシステムが被告の特許権に抵触する旨を認めたと解する
ことは到底できない。また，原告が被告から本件特許権の実施権を得たことがあっ
たとしても，紛争を回避する意図で実施権を得ることもあり得るのであるから，こ
れをもって，本件装置を使用することが本件発明の技術的範囲に属することを認め
たことになるともいえない。この点の被告の主張は採用できない。
            また，被告は，本件通知書を送付した後に，原告に対して，本件特許
権侵害を理由として，本件装置の製造，販売の差止訴訟を提起する意図を有してい
なかったにもかかわらず，原告において，差止請求権不存在確認訴訟を提起してい
ることに照らすならば，原告は，自ら腐植土を用いた水運用システムが本件特許権
の技術的範囲に属することを自認しているということになる旨主張する。
            しかし，原告が，本件通知書が送付されたことを知った後に，差止請
求権不存在確認訴訟を提起したことは，紛争を解決する合理的な行動であるという
べきであり，この点の被告の主張は主張自体失当である。
      ウ　原告と被告との競争関係の有無
          原告，被告は，共通する業務を行っていること，後に２(1)エで判示する
とおり，本件装置が採用される代わりに被告の製品が採用された例があったことに
照らすと，原，被告は，相互に代替可能な同種の装置を製造，販売しているものと
認められ，原告と被告とは正に競争関係に立っているというべきである。
          この点について，被告は，本件特許権の実施に関して契約を結ぶなどの
事実に照らすと，原，被告は，競争関係に立たないと主張する。しかし，本件特許
権の実施という点において，原，被告が契約を結んだことがあったとしても，原，
被告間の競争関係を否定する根拠にはなり得ない。
　　　エ　被告の故意過失の有無
        　他人の行為が，自己の有する特許権を侵害しているとの内容を記載した



警告書を送付するに当たっては，あらかじめ，他人が現に実施し，又は将来実施し
ようとする行為等について，十分な事実調査を尽くし，自己の特許権を侵害してい
るか否かを吟味して，侵害しているとの確証を得た上で，警告書を発すべき注意義
務がある。このような注意義務を尽くすことなく，その記載内容に事実誤認等を含
む警告書を送付した場合，その作成，送付した者に，過失があるものというべきは
当然である。
        　上記の観点から，被告の故意，過失の有無について検討する。
        　本件においては，本件通知書の名あて人は，いずれも地方公共団体が設
置する下水処理施設等に本件装置を納入する本件調査会会員たる企業３０社であ
り，また，地方公共団体は，特許権紛争に巻き込まれることを嫌う傾向が極めて強
く，このような警告がされれば，本件装置を製造，販売する原告の営業に対して，
重大な損害を与えることが容易に予想される状況であったといえる。
　　　　　そして，本件通知書には，その冒頭で，原告が本件特許権を有している
こと，文中で，原告の商標名である「さわやかさん」を挙げて，その腐植土を用い
た水運用システム基本特許技術は，被告が有する本特許権に包含されること，結語
部分で，名あて人において，本特許権に関する内容を周知してほしい旨の意思を持
っていることが記載されていることから，本件通知書の趣旨が，本件装置を使用し
た場合には本件特許権の侵害行為となると事実を指摘した上での警告書であること
が明らかである。
        　しかるに，被告は，①本件装置を使用することが本件特許権を侵害する
ことについて，あらかじめ，事実調査及び法的な観点からの検討を行った形跡は全
くなく，②原告から，本件装置を使用することが本件発明の技術的範囲に属すると
解する根拠につき，釈明を求められても，合理的な説明をせず（この点，被告は，
本件装置を組み込んだ排水処理体系の運用方法が本件特許の技術的範囲に含まれる
と回答しているが，具体的な実施方法を調査した上での根拠ある回答ではな
い。），③原告から提起された，差止請求権不存在確認を求める訴訟においても，
原告の主張のすべてを認め，本件装置を使用することが本件発明の技術的範囲に属
さないことを争わなかった。このような事実経緯を総合すれば，被告には，原告の
営業に重大な影響を及ぼすおそれのある本件通知書を作成，送付するに当たり，原
告の権利，利益を侵害することがないように，当然尽くすべき注意義務を怠った過
失があったものと認めることができる。
        　したがって，被告は，本件通知行為により原告に生じた損害を賠償する
義務を負う。
２　争点(2)（差止請求の可否）について
　　　被告は，前記(1)オ及びカ記載のとおり，本件通知行為及び別件訴訟判決の後
も，本件装置を使用することが本件特許権を侵害しないことは認めるかのように述
べる一方で本件特許権を侵害を構成するおそれがある旨述べているほか，本件訴訟
においても原告の主張を争っている。そして，基本的な態度を明確にしない被告の
対応振りに照らすと，被告が，将来においてもなお，本件装置を使用する行為が本
件特許権を侵害する旨の陳述，流布を行うおそれは，依然として存在すると認めら
れる。
      よって，原告は，被告に対し，本件装置が本件特許権を侵害する旨の事実の
告知又はその旨の事実を記載した文書の配布の差止めを求めることができる。
　３　争点(3)（被告の本件通知行為と原告の損害との間の因果関係の有無，及び，
原告の損害額）について
　　(1)　事実認定
　　　　証拠（甲６，８ないし１１，１５，１６，２０，２１，２４，２６ないし
２８，乙１４（枝番号のあるものは，枝番号を省略した。）及び弁論の全趣旨によ
れば，以下の事実を認めることができる。
    　本件通知を受け取った本件調査会所属の会員企業がどのような対応を採った
かの状況は，以下のとおりである。
      ア　九電工の対応
      　(ア)　Ｔは，Ｍ及びＯから以下の内容を聴取した。
          ａ　九電工が工事の受注に成功し，当初の計画段階から本件装置を納入
する予定であったにもかかわらず，本件通知書を受領したことで他社製品に変更し
て納入した件数は３件である。地方公共団体は，紛争に巻き込まれることを嫌うた
め，特許権に関する紛争になっている本件装置を納入することはできないと考え，
機種の変更をした。また，本件通知書受領後は，本件装置の営業活動も自粛した。



          ｂ　本件装置の営業活動自粛後に，九電工が受注した下水処理施設工事
で，本件装置を納入できた可能性のある物件は合計１３件である。これらの物件に
ついて，営業活動を行い，設計段階で採用されれば，九電工が最終的に受注した物
件であるから，本件装置を納入できたはずである。しかし，実際には，営業活動を
行っておらず，設計段階でも採用されていないため，上記１３件のうち本件装置を
何台納入できたかどうかということについては，回答できない。
        (イ)　なお，原告は，前記(ア)ａの３件について，九電工から本件装置を
採用したい旨の連絡を受け，その設置に関連する打合せを行っている。
      イ　日本鋼管の対応
          Ｔは，平成１４年１２月２７日，日本鋼管を訪問し，同社水処理プラン
ト営業部水処理第１営業部長である一井信治と面談し，以下の内容を聴取した。
        (ア)　日本鋼管は，本件装置を販売すべく，特に公共下水道分野において
営業活動を行っていたが，本件通知書を受領したため，しばらく営業活動等を中止
することとした。
        (イ)　その後，本件装置について，訴訟提起が検討される等，問題の決着
が長期化することが明らかになったため，特許権侵害で訴訟となっている装置を公
共工事に使用するのは好ましくないという理由で，建築が計画されていた物件の設
計に本件装置を織り込む話は，地方公共団体から仕様書で要求された物件以外は，
すべて白紙撤回した。その結果，営業活動も立ち消えとなった。
      ウ　水道機工等の対応
        (ア)　原告代表者は，平成１４年５月１４日，Ｈから以下の内容を聴取し
た。
          　佐賀県伊万里市井手野地区農業集落廃水処理施設の工事では，当初か
ら本件装置が設計内容に含まれており，水道機工もこの内容に沿って本件装置を納
入する予定であった。しかし，本件通知書を受領したため，井手野地区に建設予定
の処理施設に本件装置を納入することは危険であると判断し，伊万里市の担当者を
訪問し，本件通知書を見せ，本件通知書によれば本件装置が，本件特許権を侵害す
る可能性がある旨説明した。その結果，担当者から機種を変更するよう指示があ
り，水道機工はそれに従った。施設建設地では，既に土木建設工事が終了し，装置
の設置予定位置には本件装置の形状，寸法に合わせた基礎ができ上がっており，配
管の位置についても，本件装置に合わせて貫通穴が設けられていた。
        (イ)　原告代表者は，平成１３年１０月ころ，伊万里市宿地区における農
業集落排水処理施設の建設工事を，本件調査会員であるユニチカが受注したこと，
及び同工事の計画に本件装置と同種の他社の装置が織り込まれていることを知っ
た。そこで，原告代表者は，これを本件装置に変更できないかと考え，ユニチカ環
境事業本部部長であるＫに対してその旨申し出た。
            これに対し，Ｋは，宿地区の工事内容については既に設計が完了して
おり，現時点での機種変更は困難であるし，その意思はないこと，伊万里市におい
ては，井手野地区の排水処理施設で他社製品が採用されており，２件目も同一メー
カーの装置を設置することは自然な流れであること，機種変更作業を行う時間的余
裕がないことなどを理由に原告代表者の申入れを拒絶した。
        (ウ)　原告代表者は，平成１４年８月下旬，伊万里市農村整備課のＦから
以下の内容を聴取した。
            平成１１年３月ころ，水道機工から，本件装置について特許権侵害に
関する文書が送付されたので，同市井手野地区の排水処理施設建設工事では他社製
品を使用したい，機種の変更に伴う基礎工事等の修正作業は水道機工の責任で行う
との申入れがあったので，これを許可した。その後，平成１３年に建設した同市宿
地区の排水処理施設建設工事では，使用する装置が井手野地区の施設のものと同一
メーカーのものである方が維持管理の都合上も好ましいと考え，井手野地区のもの
と同じ装置を採用した。
      エ　大成建設等の対応
          原告業務部長であるＳは，平成１２年２月３日，大成建設土木営業部長
のＧから電話を受け，以下の内容を聴取した。なお，大成建設は，本件通知書の受
領後，本件調査会を退会した。
          大成建設は，福岡県筑穂町内野地区の農業集落廃水処理施設の建設工事
を一括して受注したが，その工事内容には本件装置の設置が含まれている。大成建
設は，本件装置を設置する予定であったが，被告社員のＵから電話があり，大成建
設が本件装置を使用することは，本件特許に抵触するので留意されたい旨の説明を



受けた。原，被告間で本件特許に関し，刑事事件となっていると聞いており，本件
装置の使用により原，被告間の紛争に巻き込まれることを懸念し，前記工事におけ
る本件装置の使用を見合わせ，他社製品を使用することにした。
          また，Ｓは，平成１４年１２月１８日，福岡県筑穂町水道課から，前記
施設においては，被告から装置を購入している旨の回答を得た。
          なお，前記の筑穂町における工事については，九電工の営業活動によ
り，計画段階で本件装置の採用が決定しており，原告は，九電工からその旨の連絡
を受けていた。
      オ　事業報告の記載内容
          本件調査会の平成１０年度事業報告（乙１４）には，建設部会におい
て，立山エンジニアリング株式会社と関わりたくないため，本件調査会を退会する
ことにより関係を解消したいという意見で一致したこと，平成１１年３月末をもっ
て，建設部会の会員が全員退会することになり，建設部会が当分の間休会すること
になったこと，建設部会長から，内部分裂ではなく，立山エンジニアリング株式会
社との関係を清算したいための退会であり，今後も本件調査会と友好関係を保ちた
い旨の申出があったこと等が記載されている。
　　(2)　判断
      　前記争いのない事実等及び上記認定を基礎に，被告の本件通知行為と原告
に生じた損害について判断する。
　　　ア　損害Ａについて
　　　　(ア)　本件通知行為と本件装置が販売できなかったこととの因果関係につ
いて
　　　　　ａ　九電工及び水道機工の受注分について
　　　　　　　九電工及び水道機工による排水処理施設等建設工事の受注分につい
ては，前記(1)認定のとおり，本件通知行為を契機として，各処理施設に納入する機
械を本件装置から他のメーカーの機種に変更しているのであるから，これらの機種
の変更は，本件通知行為に基づくものであったというべきである。
            　そして，前記の本件装置の納入の流れからすれば，各排水処理施設
等の設計段階において本件装置の納入が計画に織り込まれれば，最終的に本件装置
が下水処理施設等に設置される可能性が高く，前記各社の受注分については，前
記(1)のとおり，既に本件装置の設置が設計段階で織り込まれており，また，受注工
事を施工するのは，九電工及び水道機工であり，いずれも本件調査会の会員である
から，工事の段階で機種が変更されることはない。そうすると，九電工及び水道機
工が受注した各処理施設については，本件通知行為がなければ，本件装置を販売で
きたと認められる。
　　　　　　　よって，本件通知行為と，原告が九電工及び水道機工が工事を受注
した排水処理施設等（九電工につき福岡県北野町南部地区，同県新吉富村八つ並・
吉富地区及び鹿児島県屋久町原地区，水道機工につき佐賀県伊万里市井手野地区）
において本件装置を販売できなかったこととの間には因果関係があるというべきで
ある。
　　　　　ｂ　大成建設受注分について
　　　　　　　前記(1)エのとおり，大成建設は，同社が受注した福岡県筑穂町内野
地区の処理施設の建設工事について，本件装置の納入を予定していたものの，Ｕか
らの電話を受け，また，原，被告間で本件特許に関し，刑事事件となっていると聞
き，本件装置の使用により，原，被告間の紛争に巻き込まれることを懸念し，前記
工事における本件装置の使用を見合わせ，他社製品を使用することにした。そし
て，原，被告間の本件特許に関する紛争は，本件通知行為を契機として生じたもの
である以上，本件通知行為と大成建設の前記工事における採用機種の変更との間に
は相当因果関係があるというべきである。
　　　　　ｃ　ユニチカ受注分について
　　　　　　　佐賀県伊万里市井手野地区の処理施設の建設工事において，本件装
置の設置が予定されていたものの，本件通知行為の結果機種が変更されたのは前
記(1)ウ(ア)記載のとおりである。また，本件通知行為と機種の変更との間に因果関
係が認められることは，前記ａ記載のとおりである。そして，前記(1)ウ(イ)及び
(ウ)記載のとおり，ユニチカのＫ及び伊万里市のＦによれば，ユニチカが受注した
佐賀県伊万里市宿地区の排水処理施設に原告以外の会社の機械が採用されたのは，
同市井手野地区の排水処理施設で採用された会社の装置と同じものを採用すること
が便宜であることを理由とするものであるから，同市井手野地区の処理施設の建設



工事において本件装置が採用されていれば，同市宿地区の処理施設の建設工事にお
いても本件装置が採用されていたはずであるということができる。
　　　　　　　よって，本件通知行為とユニチカに対し本件装置を販売できなかっ
たこととの間には相当因果関係があると認められる。            
　　　　　ｄ　清本鉄工受注分について
　　　　　　　原告は，清本鉄工が受注した宮崎県延岡市島浦地区の処理施設工事
に本件装置の納入が予定されており，その逸失利益が損害Ａに含まれる旨主張す
る。
　　　　　　　しかし，Ｔは，前記施設の件について，その後の調査により，本件
通知行為とは関係がないことが判明した旨陳述しているから，本件通知行為との因
果関係があるとは認められない。
      　(イ)　損害額について
　　　　　ａ　上記(ア)で認定したとおり，九電工，水道機工，大成建設及びユニ
チカが受注した各処理施設につき原告が本件装置を販売できなかったことによる逸
失利益が損害として認められる。
　　　　　　　甲２１及び弁論の全趣旨によれば，原告は，①九電工が受注した福
岡県北野町南部地区，同県新吉富村八つ並・吉富地区及び鹿児島県屋久町原地区の
排水処理施設における，それぞれ，Ａ－１２１２５，Ａ－１０１１５及びＡ－０８
１１５との型番の付された本件装置を，②水道機工が受注した佐賀県伊万里市井手
野地区の排水処理施設における，Ａ－１２１２５との型番の付された本件装置を，
③大成建設が受注した福岡県筑穂町内野地区の排水処理施設における，Ａ－１０１
１５との型番の付された本件装置を，④ユニチカが受注した佐賀県伊万里市宿地区
の排水処理施設における，Ａ－１２１５０との型番の付された本件装置を，それぞ
れ販売できたものと認められる。すなわち，原告は，Ａ－１２１２５を２台（九電
工分及び水道機工分各１台），Ａ－１０１１５を２台（九電工分及び大成建設分各
１台），Ａ－０８１１５（九電工分）及びＡ－１２１２５（ユニチカ分）を各１台
販売できたものと認められる。
　　　　　ｂ　そして，甲１９によれば，前記の各本件装置による販売利益は，以
下のとおりであることが認められる。
　　　　　　(ａ)　Ａ－１２１２５（九電工分及び水道機工分各１台）
　　　　　　　　原告が本件調査会会員である東レエンジニアリングに本件装置
（Ａ－１２１２５）を販売した利益が８１２万３０００円であるから，原告が，本
件調査会会員である九電工及び水道機工に対して本件装置を販売できた場合，同額
の利益を得られたものと認められる。
　　　　　　　　そして，本件では，原告は，Ａ－１２１２５を２台納入できたは
ずであったと認められるから，その利益は合計１６２４万６０００円となる。
　　　　　　(ｂ)　Ａ－１０１１５（九電工分及び大成建設分各１台）
　　　　　　　　九電工分に係る利益額を検討する。甲１９によれば，原告は，日
本興水工業株式会社に対しては，本件装置を定価のおおむね６２パーセントの価格
で販売しているが，甲１９によれば九電工に販売する場合の販売価格がいずれも定
価の５２パーセントであることが認められるから，これに基づき原告の利益を算定
すべきである。そして，Ａ－１０１１５の定価は，１９５０万円であるから，九電
工への販売価格はその５２パーセントに当たる１０１４万円となる。そして，諸費
用が合計３４７万９０００円であるから，その差額の６６６万１０００円が原告の
得られた利益であるというべきである。
　　　　　　　　大成建設分に係る利益額を検討する。原告が，本件調査会の会員
でない日本興水工業株式会社に本件装置（Ａ－１０１１５）を販売した利益率は４
３．７パーセントである。大成建設は，前記施設の建設工事施工時には，本件調査
会の会員ではなかったことから（甲１１），原告が大成建設に対し本件装置（Ａ－
１０１１５）を販売していれば，上記同率で算定した利益が得られたものと推認さ
れる。そして，その額は，８５２万１０００円と認められる（甲１９）。
　　　　　　　　以上を合計すると，１５１８万２０００万円となる。
　　　　　　(ｃ)　Ａ－０８１１５（九電工分１台）
　　　　　　　　甲１９によれば，原告が本件調査会員である九電工に対してＡ－
０８１１５を販売した際の利益額は４４６万１０００円であり，同じく本件調査会
会員である東レエンジニアリングに販売した際の利益額は４６１万１０００円であ
ると認められる。本件では，本件調査会会員である九電工に販売することが予定さ
れていたのであるから，原告は，少なくとも４４６万１０００円の利益を得られた



ものというべきである。              
　　　　　　(ｄ)　Ａ－１２１５０（ユニチカ分１台）
　　　　　　　  甲１９によれば，原告がユニチカに対し別の種類の本件装置を定
価のおおむね６８パーセントの価格で販売しているから，Ａ－１２１５０について
も，同程度の価格で販売できたものと認められる。　Ａ－１２１５０の定価は，２
５００万円であるから，ユニチカへの販売価格はその６８パーセントに当たる１７
００万円となる。そして，諸費用が合計３８３万４０００円であるから，その差額
の１３１６万６０００円が原告の得られた利益であるというべきである。
　　　　　　(ｅ)　以上(ａ)ないし(ｄ)を合計すると，４９２０万５０００円（１
６２４万６０００円＋１５１８万２０００円＋４６１万１０００円＋１３１６万６
０００円＝４９２０万５０００円）となり，原告の損害Ａに関する主張はこの限度
で理由がある。
　　　ウ　損害Ｂについて
　　　　　原告は，損害Ｂとして挙げられた施設について，それぞれ本件調査会会
員である九電工及び日本鋼管が最終的に受注しており，本件装置が採用される可能
性が極めて高かったといえ，これらについての逸失利益も本件通知行為と因果関係
のある損害である旨主張する。
        　そして，甲２１（Ｔの陳述書）にはこれに沿う記載があり，また，前記
のとおり，本件通知行為後，九電工及び日本鋼管は，本件装置についての営業活動
を自粛していたことが認められ，このことが，本件装置の販売に影響を与える可能
性がないとはいえない。しかし，前記の実際の工事における本件装置の採用の経過
及びＭの供述によれば，本件装置を販売するためには，工事の設計段階においてそ
の計画に織り込まれることが必要であるところ，損害Ｂとして挙げられている施設
の工事においては，いずれも営業活動がなされず，本件装置の設置工事が当初か設
計計画に含まれていなかったのであるから（甲２１），仮に営業活動がなされた場
合に，実際にどの程度の数の施設工事において本件装置が採用されたかどうかは必
ずしも明らかであるとはいえない。
　　　　　また，損害Ｂとして挙げられた施設のうち，九電工が受注した施設につ
いて，Ｍは，本件装置の営業を行い，設計に織り込むことができさえすれば，九電
工が最終的に受注しているため，本件装置が設置されたはずである旨述べる。しか
し，九電工が最終的な工事を受注した場合であっても，本件装置が必ず設計に含ま
れているか否かは不明であることに照らすと，本件調査会の会員が工事を最終的に
受注したことをもって，直ちに本件装置が採用されたはずであるということはでき
ない。
　　　　　以上のとおり，具体的な損害の発生及びその額について明らかではない
から，損害Ｂに係る原告の主張については理由がない。ただし，上記の事実経緯
は，後記オ(イ)の無形損害の算定に当たって考慮すべき事情になり得るものと解さ
れる。
　　　エ　損害Ｃについて
　　　　　原告は，本件通知行為がなければ，コンサルタント料が得られたはずで
ある旨主張し，甲２１（Ｔの陳述書）にはこれに沿う記載がある。
　　　　　しかし，本件通知行為がなかったとした場合に，原告の主張するとお
り，原告がコンサルタント業務を受注できたことを認めるに足りる客観的な証拠は
なく，コンサルタント料収入が，顧客との継続的取引により一定額生ずるような性
質のものではなく，顧客から受注を受けて初めて生じる性質のものであることにも
照らすと，本件通知行為がなければ，コンサルタント業務を獲得できたかどうかは
必ずしも明らかではない。
　　　　　なお，甲３０（原告代表者の陳述書）には，本件通知行為の影響で，日
本鋼管が，福岡県の宝満川処理場で行われる予定であった本件装置に用いられてい
る技術を公共下水道に使用することについての実証実験に参加しなかった旨が，ま
た，甲３２（Ｓの陳述書）には，当時日本鋼管水エンジニアリング本部長であった
Ｊに聴取結果を行った結果，本件通知行為，及びその後の原，被告間の本件特許権
をめぐる紛争が最大の理由となり，日本鋼管が前記の実証実験に参加することを見
合わせた旨が，さらに，甲３２には，仮に実証実験ができれば，前記処理場及び鳥
栖市の終末処理場についての実設備設計を受注できたはずである旨が，それぞれ記
載されている。
　　　　　しかし，実証実験が成功するか否か，また，仮に実験が行われたとして
も，実際に原告に対し実設備設計を発注する段階にまで計画が進展したか否かにつ



いて，これらを認めるに足りる客観的な証拠はないので，上記各陳述記載をもって
も，なお，上記の認定を覆すには足りるものということはできない。
　　　　　よって，損害Ｃについての原告の主張は採用することができない。ただ
し，上記の事実経緯は，後記オ(イ)の無形損害の算定に当たって考慮すべき事情に
なり得るものと解される。
　　　オ　損害Ｄについて
　　　　(ア)　原告は，仮に，本件通知行為がなければ，会員らは，本件調査会か
ら退会することはなく，原告が本件装置を販売できたはずである旨主張して，原告
の従来の実績どおりの販売利益があったとして，同額を基準とする損害を請求をす
る。そして，甲２１（Ｔの陳述書）にはこれに沿う記載があり，また，大成建設の
元社員であり，本件調査会の元建設部会部会長であったＬの陳述書（甲３３）に
も，本件通知行為当時，本件装置及びこれに用いられている技術等について，積極
的に営業活動等がされており，その効果が，次第に現れてきたことなどの記載があ
る。
　　　　　　しかし，本件全証拠によるも，建設部会の会員が，本件通知行為が契
機となって，本件調査会から退会したと認めることはできない。また，甲６によれ
ば，本件通知行為後の平成１１年３月に退会した会員の場合でも，例えば，三井造
船株式会社や日本ヒューム管株式会社のように，退会前から休会していたような事
情や，三菱レイヨンエンジニアリング株式会社のように，会費を納めなかったよう
な事情によるものもある。さらに，甲６では，明らかに，被告の要請によって退会
したと記載されているのは株式会社エステムのみであって，他の会員については，
「経営都合」とか「文書による」と記載されるにとどまる。そうすると，本件通知
行為後に本件調査会を退会した会員のすべてが，本件通知書を受け取ったことを契
機として，退会したとは認め難い。
　　　　　　のみならず，そもそも，本件通知行為がなければ，原告の主張すると
おりに本件装置の販売がされたはずであることを認めるに足りる客観的な証拠もな
いから，原告が主張する販売数量の予測に基づいて，損害を受けたと認定すること
はできない。
　　　　(イ)　ところで，前記のとおり，①本件通知書は，本件装置の使用が本件
特許権侵害に当たると十分に読みとることができる趣旨が記載されていること，②
下水処理施設等の設置を発注する地方公共団体は，この種の特許権紛争に関与する
ことを嫌う傾向が極めて強く，このような警告がされれば，原告に対して，重大な
損害を与えることが容易に予想されること，③そのような状況の下では，本件通知
行為が，実際に本件通知行為後に退会した会員の判断に影響を与えたであろうこと
も否定できないこと，④九電工や日本鋼管のように，本件調査会を退会していない
会社であっても，本件通知行為後は，本件装置の営業活動を萎縮させる結果を導い
たといえること，⑤本件装置の販売に当たっては，本件調査会会員による営業活動
が重要な役割を担っていたこと，⑥本件通知行為後及び別件訴訟判決後の被告の対
応からして，本件通知書の発送は，合理的な理由があるものとは到底解し難いこと
等，本件に現れた一切の事情を考慮すると，本件通知書の発送により，原告に対し
て信用等の毀損があったものと認められ，その損害額は１０００万円と評価するの
が相当である。
　　　カ　損害額のまとめ
　　　　　以上によれば，被告が原告に対し賠償すべき損害額の合計は，５９２０
万５０００円（４９２０万５０００円＋１０００万円＝５９２０万５０００円）と
なる。
　４　争点(4)（謝罪文送付の要否）について　　
　　　原告は，本件通知行為により低下した技術的，営業的信用の回復を図るに
は，被告が，本件通知書のあて先に対し，謝罪文を送付することが必要である旨主
張する。しかし，別件訴訟判決により本件特許権により本件装置の製造販売を差し
止めることができないことが確認され，これを受けて本件装置の営業活動が再開さ
れる動きがあること，本判決の理由において，本件通知行為の性質，内容，その違
法性の有無につき詳細に判示していることなどに照らすと，前記の損害賠償のほか
に，原告の信用回復のために謝罪文の送付が必要であるとまでは認められない。
第４　結論
　　　よって，原告の請求は，主文掲記の限度で理由がある。
    　　　東京地方裁判所民事第２９部
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